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（目的） 

第１条   この規程は、公益財団法人井上育英会（以下「この法人」という。）の定款に      

基づき、奨学生の募集・選考及び奨学金の貸与・返済に関して必要な事項を定め

ることを目的とする。 

 

（募集大学） 

第２条   この法人は、国公立大学に在学中の大学生に奨学金を貸与する。 

２  この法人が募集する奨学生が在学する大学（以下「募集大学」という。）は、

毎年度事業計画において決定する。 

 

（募集人員） 

第３条   毎年新に貸与する奨学生の人員の上限は、毎年度事業計画において決定する。

但し、収支予算の範囲内で増加することができる。 

 

（応募者） 

第４条   この法人は、毎年４月募集大学ごとの担当部門に委嘱し、当該大学２年在学中

の学生の中より第５条に該当する応募者の推薦を受ける。 

２ 前項の推薦には、次の書類を添付する。 

（１）この法人の所定様式による奨学生願書 

（２）当該大学１年在学中の学業成績表  

（３）医師による健康診断書 

（４）奨学金を必要とする家庭事情等に関する推薦者の意見  

３ 前々項の規定にかかわらず次の各号に該当する場合は、本人又は前々項に定め

る担当部門より前項の各号に定める書類を提出させることにより応募者とする

ことができる。 

（１）募集大学以外の大学に在学する学生で相当な推薦者がある者 

（２）募集大学３年以上に在学する学生で第５条に該当する者 



 

（選考） 

第５条   奨学生は、下記の各号に該当する応募者より、奨学生選考委員会規程に基いて          

選考する。 

（１）学業成績優秀であること。 

（２）心身健全であること。 

（３）経済的理由により就学が困難であること。 

 

（貸与期間） 

第６条   奨学金の貸与期間は、大学２年から（第４条第３項第２号に該当するものに     

あっては応募時に所属している学年から）学部卒業までの最短期間とする。但し、

海外留学、傷病等特別の理由のある場合は、貸与期間を延長することがある。延

長についての実施細則は、理事長が別に定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、奨学生が学業優秀で卒業を繰り上げ又は待たずして

大学院に進むことになった場合は、繰り上げ期間又は在学とならなくなった期間

の範囲内において大学院進学後も貸与を継続することができる。 

 

（奨学金月額） 

第７条   奨学金月額は、１人につき 金３５，０００円 以内とする。 

２ 居住地域、居住の状況ごとの奨学金月額は、理事長が別に定める。 

 

（貸与の停止） 

第８条   この法人は、次の各号のいずれかに該当する奨学生には貸与を停止する。 

（１）所定の最短修業年限内に卒業することができない者。但し、第６条第１項に

より貸付期間の延長を認められた者は除く。 

（２）品行不良な者 

（３）学資が豊富となり貸与の必要がなくなったと認められる者 

（４）傷病により卒業の見込がない者 

（５）休学した者 

（６）退学処分を受けた者 

 

（貸与の辞退） 

第９条   奨学生は、自己の都合に依り中途において貸与を辞退することができる。 

 

（提出・届出） 

第１０条  奨学生は、採用後速やかに所定の様式の誓約書を事務局へ提出しなければなら     

ない。また、次の各号に該当の場合の届出も同様とする。 

（１）住所変更の場合 

（２）転校、転学、休学又は退学した場合 

 

（貸与） 

第１１条  奨学金は、毎月貸与する。但し特別の理由あるときは、前渡しをすることがで 

きる。 



 

 

（奨学金の受領） 

第１２条  東京支部が管轄する地にある大学に在学する奨学生は、事務局から別に指示     

ある場合を除き、毎月第１水曜日に事務局に出向き奨学金を受領する。但し、２

か月間引き続き所定の日に出向くことができない場合は、その理由を事務局へ届

け出る。 

２ 東京支部以外の支部が管轄する地にある大学に在学する奨学生は、原則として      

当該大学のある地を管轄する支部より奨学金を受領する。 

 

（借用書の提出） 

第１３条  奨学生が学部を卒業したとき、中途で奨学金を辞退したとき又は貸与が停止     

されたときは、速やかに所定の借用書を提出する。 

 

（奨学金の返済） 

第１４条  奨学生が学部を卒業したとき（卒業を待たずして大学院に進学した場合を含

む。）、中途で奨学金を辞退したとき又は第８条に定める理由により貸与の停止

（第２号及び第６号を除く。）となったときは、その事実の発生した翌月より起

算して２５年以内に返済する。但し、本人の申し出により数か年分又は全額を一

括して返済することができる。 

２ 据え置き期間、返済期間、返済金額等返済についての実施細則は、理事長が別

に定める。               

３ 奨学生が第８条第２号又は第６号に該当し貸与を停止されたときは、その事実

の発生した翌月より起算し６か月以内にそれまでに貸与された奨学金全額を返済

する。 

 

（返済期限の延長） 

第１５条  奨学金返済の義務がある者に傷病その他やむを得ない理由があるときは、理事

長の決裁によりその義務を免除又は返済期限を延長することができる。 

２ 前項により返済期限延長の承認を受けたときは、返済時期及び金額は延長した

期間に応じて順次繰り延べる。 

 

（実施手続き）                       

第１６条  この規程に特別の規定あるものを除く他、この規程の実施のための手続きその

他その執行について必要な事項は理事長が別に定める。 

 

（改廃） 

第１７条  この規程の改廃は、理事長が立案し、理事会の決議を経て行う。 

 

 附則 

この改訂は、平成２９年３月１０日より施行する。 


